
議 案 第 ２６ 号

（ 総 則 ）
第１条   平成２９年度広川町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（ 業務の予定量 ）
第２条   業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）  給水戸数 5,500 戸
（２）  年間総給水量 1,481,900 ㎥
（３）  一日平均給水量 4,060 ㎥

（ 収益的収入及び支出 ）
第３条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

   収  入
第１款   水道事業収益 376,687 千円

第１項 営 業 収 益 336,225 千円
第２項 営 業 外 収 益 40,460 千円
第３項 特 別 利 益 2 千円
   支  出

第１款   水道事業費 327,572 千円
第１項 営 業 費 用 298,769 千円
第２項 営 業 外 費 用 27,546 千円
第３項 特 別 損 失 257 千円
第４項 予 備 費 1,000 千円

（ 資本的収入及び支出 ）
第４条   資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１１０，８０４千円は、
         当年度分損益勘定留保資金をもって補てんするものとする。）

   収  入
第１款   資本的収入 19,116 千円

第１項 工 事 負 担 金 3,000 千円
第２項 加 入 金 7,236 千円
第３項 他 会 計 補 助 金 240 千円
第４項 国 庫 補 助 金 8,640 千円
   支  出

第１款   資本的支出 129,920 千円
第１項 水 道 事 業 費 82,633 千円
第２項 企 業 債 償 還 金 43,599 千円
第３項 過 年 度 還 付 金 147 千円
第４項 受 託 工 事 費 3,000 千円
第５項 国庫補助金返還金 541 千円

平 成 ２ ９ 年 度 広 川 町 水 道 事 業 会 計 予 算

-　１　-
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議 案 第 ２６ 号

     （ 債務負担行為 ）

期間

自：平成30年度
至：平成33年度

自：平成30年度
至：平成33年度

     （ 議会の議決を経なければ流用をすることのできない経費 ）

    （１）  職員給与費 22,505千円

    （２）  交   際   費  　　10千円

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限度額（千円）事項

水道会計システム賃借料 4,346

   　　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第６条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ２ 日 提 出

水道会計システムアプリケー
ション保守 2,549

広 川 町 長 渡 邉 元 喜



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  水道事業収益 376,687
  １  営 業 収 益 336,225

  １  給 水 収 益 335,765  水道料金 335,765

  ２  その他の営業収益 460  給水装置工事申込手数料 420

 指定給水装置工事事業者指定手数料 15

 道路掘削占用申請手数料 25

  ２  営業外収益 40,460
  １  受 取 利 息 2,000  預金利息 2,000

　３　長期前受金戻入 38,387  国県補助・工事負担金・受贈財産評価額寄附金 38,387

  ５  雑  収  益 73  不用品売却収益 1

 その他雑収益 72

  ３  特 別 利 益 2
  １  過年度損益修正益 1  過年度損益修正益

  ２  その他特別利益 1  各種引当金戻入益

備                     考

収           入

平成２９年度広川町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １ 水道事業費 327,572
  １ 営 業 費 用 298,769

  １  配水及び給水費 151,325
 光熱水費 1,200

 通信運搬費 408

 委託料 6,790

 手数料 1,817

 修繕費 7,838

 薬品費 464

 材料費 221

 負担金 18,771

 受水費 113,315

 保険料 401

 補償金 100

  ２  総     係     費 18,014
 給  料 5,630

 手当等 1,034

 賞与引当金繰入額 329

 法定福利費 2,018

 法定福利費引当金繰入額 51

 旅費 35

 交際費 10

 備消品費 524

 燃料費 71

 印刷製本費 227

備                     考

支           出



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

 通信運搬費 779

 委託料 505

 手数料 4

 賃借料 935

 修繕費 150

 負担金 1,111

 貸倒引当金繰入額 205

 報　酬 4,396

  ３  減価償却費 116,918  有形固定資産減価償却費 116,918

  ４  資産減耗費 12,512  固定資産除却費 12,512

  ２  営業外費用 27,546
  １  支 払 利 息 12,545  支払利息 12,545

  ３  消   費   税 15,000  消費税 15,000

  ４  雑   支   出 1  雑支出 1

  ３  特  別  損  失 257
  ３  過年度損益修正損 256 過年度水道料金還付金等 256

  ４  その他特別損失 1 貸倒損失等 1

  ４  予   備   費 1,000
  １  予   備   費 1,000

備                     考
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（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  資本的収入 19,116

  １  工事負担金 3,000

  １  工事負担金 3,000 下水道工事に伴う移設工事負担金

  ２  加入金 7,236

  １  加入金 7,236 新規加入金

  ３  他会計補助金 240

  １  他会計補助金 240 児童手当負担分

  ４　国庫補助金 8,640
  １  国庫補助金 8,640 生活基盤施設耐震化等交付金

備                     考

収           入

資本的収入及び支出



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  資本的支出 129,920
  １  水道事業費 82,633

  １  施  設  費 68,960  配水管布設工事費等 68,960

  ２  調  査  費 3,694  調査費 3,694

  ３  機器購入費 545  水道メータ購入費 545

  ５  総  係  費 9,434
 給  料 4,234

 手当等 2,508

 法定福利費 2,305

 備消品費 316

 燃料費 71

  ２  企業債償還金 43,599
  １  企業債償還金 43,599  企業債元金償還金 43,599

  ３  過年度還付金 147
  １  過年度還付金 147  加入金 147

  ４  受託工事費 3,000
  １  受託工事費 3,000  受託工事費 3,000

  ５　国庫補助金返還金 541
  １  国庫補助金返還金 541  国庫補助金返還金 541

備                     考

支           出
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-　８　-

（ 単位：千円 ）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
　　当年度純利益 51,782
　　減価償却費 116,918
　　固定資産除却費 12,512
　　引当金の増減額 63
　　貸倒引当金の増減額 △ 27
　　長期前受金戻入額 △ 38,387
　　受取利息及び受取配当金 △ 2,000
　　支払利息 12,545
　　未収金の増減額（△は増加） △ 440
　　未払金の増減額（△は減少） △ 1,732
　　小計 151,234
　　利息及び配当金の受取額 2,000
　　利息の支払額 △ 12,545
  業務活動によるキャッシュ・フロー 140,689

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有形固定資産の取得による支出 △ 79,962
　　国庫補助金等の返還による支出 △ 541
　　国庫補助金等による収入 8,880
　　負担金による収入 2,778
　　負担金による収入の返還金 0
  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 68,845

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 43,599
　　加入金による収入 6,700
　　加入金による収入の返還 △ 137
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 37,036

  資金の増加額（又は減少額） 34,808
  資金期首残高 842,403
  資金期末残高 877,211

平成２９年度   広川町水道事業キャッシュフロー計算書
（  平 成 ２９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ３０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  ）



(１）  総    括 （ 単位 ：人、千円）

特 別 職

本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 （２） 4,396 5,630 1,363 11,389 2,069 13,458

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 0 4,234 2,508 6,742 2,305 9,047

度 合              計 2 （２） 4,396 9,864 3,871 18,131 4,374 22,505

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 （２） 4,652 5,483 1,520 11,655 1,881 13,536

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 0 4,394 2,594 6,988 2,305 9,293

度 合              計 2 （２） 4,652 9,877 4,114 18,643 4,186 22,829

比 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 △ 256 147 △ 157 △ 266 188 △ 78

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 △ 160 △ 86 △ 246 0 △ 246

較 合              計 0 △ 256 △ 13 △ 243 △ 512 188 △ 324

区 分 扶 養 手 当 通勤手当

本 年 度 312 0

前 年 度 216 0

比 較 96 0

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。
備考２　（　　　　）内は、短時間勤務職員について外書すること。

合　　　　計

3,871

4,114

△ 2430

児童手当

240

120

120

住居手当

1,205

0

0

△ 600

期末勤勉手当

2,714

2,573

給 料 手 当

手
当
の
内
訳

管理職手当

0

0

0 141

時間外勤務手当

605

損益勘定支弁職員に係る手当（期末勤勉手当）及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

計一 般 職

職 員 数

給  与  費  明  細  書

法 定 福 利 費 合 計区             分
給 与 費

報 酬
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－１０－ 水道事業明細

（２）給料及び職員手当ての増減額の明細
区分 増減額

給与改定の状況
平均改定率　　　　 0.20 %
実施時期

職員数の異動状況
区分 在職数
本年度 2
前年度 2
増減 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 122
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
児童手当 0

扶養手当 96
管理職手当 0
期末勤勉手当 19
通勤手当 0
時間外勤務手当 △ 600
住居手当 0
児童手当 120

職
員
手
当

△ 243

制度改正に伴う増減分 122
人事院勧告に基づく勤勉
手当の見直しによるもの

その他の増減分 △ 365 職員構成等によるもの

昇給昇格等に伴う増加分 119

その他の増減分 △ 155 職員構成等によるもの

（単位：千円）
増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

給
料

△ 13

給与改定に伴う増減分 23
人事院勧告基づく給与改
定によるもの

平成28年4月1日



　　　（３）給料及び職員手当等の状況

（３）給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）

区分 本年度 前年度
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 178,200 176,700

269,550 33.00 高校卒 150,500 149,000
289,267 34.50

ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 ６級
５級 ５級
４級 1 1 ４級
３級 ３級
２級 1 ２級
１級 1 １級
計 2 0 2 0

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.075 2.225 4.30
2.025 2.175 4.20
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同

区分
国の制度との

異同
差異の内容

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退
職特例・在職
期間調整

勤勉 手当 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 加算措置等

0人
本 年 度
前 年 度

国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

補佐・室長・主幹
係長・統括主査
主査
主任主事
主　　事

区分
支給期別支給率（月分） 支給率 支給対象職員数

0%

区分
本年度 前年度

区分 行政職

課長・次長・局長・参事

区分
行政職 労務職

本 年 度
前 年 度

－１１－ 水道事業状況
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（ 単位：千円 ）

資  産  の  部
１ 固   定   資   産

イ 土 地 1,151
ロ 建 物 8,533

   減価償却累計額 4,154 4,379
ハ 構 築 物 4,589,382

   減価償却累計額 2,555,938 2,033,444

ニ 機 械 及 び 装 置 126,876
   減価償却累計額 110,445 16,431

ホ 建 設 仮 勘 定 25,970
有 形 固 定 資 産 合 計 2,081,375
固   定   資   産   合   計 2,081,375

２ 流   動   資   産

（１）  現 金 預 金 877,211
（２）  未 収 金 7,931

未 収 金 貸 倒 引 当 金 205 7,726
流   動   資   産   合   計 884,937
資       産       合       計 2,966,312

負  債  の  部
３ 固　　定   負   債

（１） 企 業 債 422,090
固　　定　　負　　債　　合　　計 422,090

平 成 ２９ 年 度 広 川 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（   平 成 ３０ 年 ３ 月 ３ １ 日   ）



４ 流   動   負   債

（１） 企 業 債 44,722
（２） 未 払 金 15,366
（３） 引 当 金 380
（４） 預 り 金 15,394

流   動   負   債   合   計 75,862

５ 繰　　延　　収　　益

（１） 長 期 前 受 金 1,095,892
（２） 長期前受金収益化累計額 △ 588,209

繰　 延　 収 　益 　合 　計 507,683
負 　　　債　　 　合　 　　計 1,005,635

資  本  の  部
６ 資     本     金

（１） 資 本 金 1,470,104
資    本    金    合    計 1,470,104

７  剰     余    金

（１） 資 本 剰 余 金

イ 国 県 補 助 金 0
ロ 工 事 負 担 金 0
ハ 受 贈 財 産 評 価 額 0
ニ 他 会 計 補 助 金 1,858
ホ 加 入 金 193,122
資  本  剰  余  金  合  計 194,980

（２） 利 益 剰 余 金 　
イ 減 債 積 立 金 79,000
ロ 建 設 改 良 積 立 金 100,000
ハ 当年度未処分利益剰余金 116,593
利   益   剰   余   金 295,593
剰   余   金   合   計 490,573
資   本   合   計 1,960,677
負   債   資   本   合   計 2,966,312

- 13 -
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（ 単位：千円 ）

１   営  業  収  益
（１） 給 水 収 益 308,058
（２） そ の 他 の 営 業 収 益 410 308,468

２   営  業  費  用
（１） 配 水 及 び 給 水 費 116,584
（２） 総 係 費 20,570
（３） 減 価 償 却 費 125,917
（４） 資 産 減 耗 費 5,776 268,847

営　　　業　　　利　　　益 39,621

３   営  業  外  収  益
（１） 受 取 利 息 1,420
（２） 他 会 計 補 助 金 0
（３） 長 期 前 受 金 戻 入 34,832
（４） 引 当 金 戻 入 益 0
（５） 雑 収 入 73 36,325

４   営  業  外  費  用
（１） 支 払 利 息 13,639
（２） 雑 支 出 1 13,640 22,685

経    　 常 　   利　　　益 62,306

５   特  別  利  益
（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 1
（２） そ の 他 特 別 損 益 1 2

６   特  別  損  失
（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 238
（２） そ の 他 特 別 損 失 1 239 △ 237

当  年  度  純　利　益 62,069
前年度繰越利益剰余金 2,741
その他未処分利益剰余金変動額 0
当年度未処分利益剰余金 64,810

平 成　２８　年 度   広 川 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書
（  平 成 ２８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ２９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  ）



（ 単位：千円 ）

資  産  の  部
１ 固   定   資   産

イ 土 地 1,151
ロ 建 物 8,533

   減価償却累計額 3,899 4,634
ハ 構 築 物 4,534,597

    減価償却累計額 2,443,340 2,091,257
 ニ 機 械 及 び 装 置 126,395
    減価償却累計額 106,381 20,014
 ホ 建 設 仮 勘 定 13,786
 有 形 固 定 資 産 合 計 2,130,842

固   定   資   産   合   計 2,130,842

２ 流   動   資   産

（１）  現 金 預 金 842,403
（２）  未 収 金 7,491

未 収 金 貸 倒 引 当 金 232 7,259
流   動   資   産   合   計 849,662
資       産       合       計 2,980,504

負  債  の  部
３ 固　　定   負   債

（１） 企 業 債 466,812
固　　定　　負　　債　　合　　計 466,812

（   平 成 ２９ 年 ３ 月 ３ １ 日   ）

平 成 ２８ 年 度 広 川 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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４ 流　　動　　負　　債

（１） 企 業 債 43,599
（２） 未 払 金 17,098
（３） 引 当 金 317
（４） 預 り 金 15,394

流   動   負   債   合   計 76,408

５ 繰　　延　　収　　益

（１） 長 期 前 受 金 1,084,775
（２） 長期前受金収益化累計額 △ 549,822

繰　 延　 収 　益 　合 　計 534,953
負 　　　債　　 　合　 　　計 1,078,173

資  本  の  部
６ 資     本     金

（１） 資 本 金 1,470,104
資    本    金    合    計 1,470,104

５  剰     余    金

 資 本 剰 余 金

 イ 国 庫 補 助 金 0
 ロ 県 費 補 助 金 0
 ハ 工 事 負 担 金 0

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 0
ホ 他 会 計 補 助 金 1,858
ヘ 加 入 金 186,559
資  本  剰  余  金  合  計 188,417

（２） 利 益 剰 余 金
イ 減 債 積 立 金 79,000
ロ 建 設 改 良 積 立 金 100,000
ハ 当年度未処分利益剰余金 64,810
利   益   剰   余   金 243,810
剰   余   金   合   計 432,227
資   本   合   計 1,902,331
負   債   資   本   合   計 2,980,504



Ⅰ． 重要な会計方針
　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　　・減価償却の方法　　定額法
　　　　　・主な耐用年数

建物 概ね15年～60年
構築物 概ね30年～40年
機械及び装置 概ね8年～15年
車両運搬具 概ね4年～5年
工具、器具及び備品 概ね3年～15年

　　（２）無形固定資産　　　　対象物なし
　　　
　２　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　退職給付引当金については、退職手当を一般会計で負担しているため計上していない。
　  （２）賞与引当金及び法定福利費引当金

　  （３）貸倒引当金
         債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ． その他の注記
　　（１）リース会計に係る特例措置
         所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

注　記

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属
する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。
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（単位:千円）

一般財源

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国 庫 補 助 金 出 資 金 工事負担金 加　入　金 （内部留保資金）

0 0

0 0 0 0

0水道事業総合管理ｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守 37 32

藤山調整池関連事業建設負担金 3,675 1,103 2,572 0

0 0 0

至：平成２８年度

自：平成２９年度

0 0

自：平成２６年度

0 184
至：平成２８年度 至：平成２９年度

水道事業総合管理ｼｽﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ保守 1,656
自：平成２５年度

1,472
自：平成２９年度

184

0 0 0 0 420
至：平成２８年度 至：平成２９年度

水道事業総合管理システム導入 3,777
自：平成２５年度

3,357
自：平成２９年度

420

0 0 0 0 32,649
至：平成２８年度 至：平成３９年度

藤山調整池関連事業建設負担金 71,141
自：平成１７年度

38,492
自：平成２９年度

32,649

債　　務　　負　　担　　行　　為　　に　　関　　す　　る　　調　　書

事　　　　　　項 限 度 額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払 　左　　　　の　　　　財　　　源　　　　内　　　　訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額 　　特　　　　定　　　　財　　　　源

至：平成３５年度

自：平成２９年度

至：平成２９年度
0 5

自：平成２６年度

至：平成２８年度
0 2,572

5

8,164
至：平成３０年度 至：平成３０年度

メータ検針等業務委託 8,164
自：平成２６年度

0
自：平成２９年度

8,164


